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添付１ 基準規則の要求整理

添付２ 安全機能への要求事項

添付３ 東海第二発電所のケーブル配線について

３．１ プラント建設時のケーブル敷設設計の考え方

３．２ ケーブル配線の特徴

補足３．１ ケーブルの敷設形態毎の配線の特徴

添付４ 取替に伴う安全上の課題の検討

４．１ 取替方法検討にあたっての考慮事項

４．２ 安全上の課題を回避する取替方法の検討

４．３ 安全上の課題を回避する取替方法の検討

（まとめ）

補足４．１ 新たに接続部を設けてケーブルの一部
を難燃ケーブルに取替る方法の検討

補足４．２ 電線管及びコンクリートピット敷設ケーブ
ルの取替に伴う安全上の課題検討

補足４．３ ケーブルトレイ敷設ケーブルの取替に伴
う安全上の課題検討

補足４．４ ケーブル取替に伴う建屋躯体開口によ
る耐震性への影響

補足４．５ ケーブル取替における安全機能の信頼
性低下の影響

添付５ 難燃ケーブルと代替措置の安全性比較

５．１ 代替措置の選定

５．２ 難燃性能に関する保安水準（設計目標）

５．３ 代替措置適用による他設備の安全機能への影
響確認

５．４ ケーブル敷設状態での取替と代替措置の安全
性比較

補足５．１ 防火シートによる複合体形成

補足５．２ 代替措置の実機施工性の検討

５．５ 既存の切離しケーブルの残存に関する評価

添付６ ケーブルの発火リスク評価

添付７ 難燃性に係る複合体の設計と安全上のメリット

補足７．１ 共通要因による複合体の不完全状態の
排除

【以下，コメント回答】

添付８ 複合体に要求する難燃性能とその確認方法

添付９ 加振試験モデルの代表性

添付10 実機における防火シートの施工

今回説明範囲
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複合体の難燃性能は，難燃ケーブルに要求される難燃性能と同等以上とする

複合体は防火シートを用いることから複合体外部の火災と内部の火災におけるケーブルの燃焼

形態が異なるため，それぞれの火災に対して難燃性能を確認する

難燃性能を維持するための複合体の健全性は設計上考慮するが，想定外の不完全な状態を仮

定しても難燃性能を維持できることを確認する

５．２ 難燃性能に関する保安水準（設計目標）

添付５ 難燃ケーブルと代替措置の安全性比較

◆設計目標の設定の考え方

性能確認項目 設計目標

①複合体の外部の火災

Ⅰ．複合体外部の火災に対して，難燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確保する
・難燃ケーブルの耐延焼性試験の燃焼条件により，耐延焼性を有していること（自己消火性は内部
の火災で確認）

・耐延焼性能として，防火シートが遮炎性を有していること
・複合体内部ケーブルの損傷長が同条件の難燃ケーブルより短いこと

②複合体の内部の火災

Ⅱ．複合体内部の火災に対して，難燃ケーブルと同等の難燃性能を確保する
・難燃ケーブルのUL垂直燃焼試験，耐延焼性試験の燃焼条件により，自己消火性，耐延焼性を有
していること

・燃焼しやすい設置方向（角度）を識別し耐延焼性を有していること

③想定外の複合体不完全
状態を仮定した外部／
内部の火災

Ⅲ．想定外の施工不良，傷等により複合体の不完全な状態を仮定しても耐延焼性を確保する
・試験の燃焼条件はⅠと同様
・防火シートのずれ，損傷を想定し，ケーブルを露出させた条件で耐延焼性を有していること
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複合体の耐延焼性に係る概念と設計要求

内部の火災に対
し防火シートの損
傷を回避

内部
の

火災

不燃材の防火
シート等により，
酸素量を抑制

外部
の

火災

不燃材の防火
シートの遮炎性
により，内部
ケーブルの損傷
を抑制

外部からの火炎
に対し不燃材の
防火シートの遮炎
性を維持

複数の箇所が共
通要因により不
完全状態となるこ
とを回避

内部
／外
部の
火災

想定外の施工不
良・傷による不
完全状態におい
ても耐延焼性を
維持できる設計
余裕を確保

添付７. 難燃性に係る複合体の設計と安全上のメリット

メリット１：複合体の設計目標は，健全な状態において，外部の火災及び内部の火災に対する難燃性能の確保。これに伴い
複合体の遮炎性により，下段トレイ敷設ケーブル火災が上段トレイ敷設ケーブルへの延焼を抑制するメリット
メリット２：また，複合体の単一の不完全な状態及び同時火災を仮定しても，上段複合体の遮炎性により上段方向への延焼
を抑制

複合体設計に付随する安全上のメリット

メリット１

【難燃ケーブル】 【複合体】

【多段に敷設されたトレイ内ケーブルの発火をイメージ】

メリット２
【難燃ケーブル】

【複合体】

（発火源）

東二ケーブルトレイ敷設の特徴

１.トレイ側面の高さ（深さ）が低く，
上下トレイ間のケーブル敷設距
離が短い

２.多段敷設トレイの段数が多い

下段トレイの ケーブル火災が上
段トレイのケーブルへ延焼する可
能性

電力トレイ
～

計装トレイ
まで

段数が多い

【東二の敷設イメージ図】

【ケーブルトレイ断面図】

トレイ高さ：120mm

トレイ間隔：180mm
（最低）

（発火源）

防火シートのずれ等
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補足７．１ 共通要因による複合体の不完全状態の排除

共
通
要
因

自然現象
による外力 地震

（基準地震
動Sｓ）

地震以外の
自然現象

人為的ミス
による外力

作業時の不
適合

複合体の設計上の考慮及び作業管理

防火シートのずれを生じさせない
下位クラスのケーブルトレイが耐震Ｓクラス
のケーブルトレイへ，波及的影響を及ぼさ
ない（設置許可基準規則第４条）

ケーブルトレイを内包する建屋，トレンチ等
の構造物により，ケーブルトレイへの影響を
受けない（設置許可基準規則第５，６条）

作業手順の整備，教育の充実，作業観察
等の作業管理面の充実を図る
作業手順の順守，教育の実施，必要な力
量等の要求事項を調達管理要求に明記

共通要因によ
る複合体の複
数個所の同時
不完全状態を
回避

複合体は，共通要因による複数個所の同時不完全状態を回避する設計
共通要因として，自然現象及び人為的ミスによる外力を想定
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添付８．複合体に要求する難燃性能とその確認方法（１／３）

火災源 複合体の概念 難燃性能の確認方法

複合体外
部の火災

・内部のケーブルに直火が
当たるのを防止すること
により延焼（損傷）防止

・外部から複合体を加熱し，ケー
ブルが延焼（損傷が広がる）し
ないことを確認

・防火シート単体の遮炎性能を
確認

・防火シートの重ね部の遮炎性
確認

複合体内
部の火災
（ケーブル
の発火）

・防火シートで覆うことで酸
素抑制し，自身のケーブ
ルの延焼を防止

・酸素ことを確認供給を抑制す
ることで，複合体内ケーブルが
燃え止まる

・ケーブルの過電流発火による
防火シートの健全性を確認

（１）複合体の難燃性能
複合体は不燃材の防火シートでケーブル等を覆う特徴から，燃焼

の3要素のうち，熱（火炎）と酸素に着目して耐延焼性を確保（自己

消火性は別途試験で確認）

外部の火災を想定した場合，難燃ケーブルはシース材料で保護さ

れるのに対し，複合体は防火シートで保護

難燃ケーブルの過電流発火では，過電流解消とともに難燃材料の

性能により燃え止まる，一方，複合体内部の発火に対しては，加熱

源がなくなると酸素供給の抑制により燃え止まる

シース
絶縁体

【難燃ケーブル】

シース
（難燃材）

絶縁体

導体

【複合体】

防火シート
（不燃材）

導体

シース
（難燃材）

導体

＜過電流継続時＞ ＜内部発火時時＞

防火シート
（不燃材）

シース
（難燃材）

＜過電流解消により燃え止まる＞ ＜加熱源を取り除くと燃え止まる＞

防火シート
（不燃材）

外部の火災における役割比較

役割 難燃ケーブル 複合体

火炎から保護 シース 防火シート

内装品 絶縁体 シース，絶縁体

不燃物 導体 導体

外部の火災の比較

内部の火災の比較
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添付８． 複合体に要求する難燃性能とその確認方法（２／３）

（２）難燃性能確認のための実証試験と試験の妥当性

火災源 確認事項 難燃性能確認のための実証試験 試験の妥当性 備考

複合体外部
の火災

耐延焼性 【耐延焼性試験】
・難燃ケーブルの耐延焼性試験(IEEE383)の
燃焼条件による耐延焼性試験実施

【防火シートの遮炎性能】
・建築基準法の防火設備に要求される遮炎
性能を基本

・防火シート単体については20分を超える加
熱時間による遮炎性試験

・防火シート重ね部については基本となる20
分間の遮炎性試験実施

・難燃ケーブルと損傷長を比較評価するた
め同じ燃焼条件で確認

・外部からの火炎を遮断する性能として，防
火設備に要求される基本性能以上の遮炎
性能があることを確認

・複合体への火炎が到達しやすい防火シー
ト重ね部について，遮炎性能を確認

・バーナ熱
量：20kW

・加熱時間：
20分

・ISO834加
熱曲線で20
分を超える
加熱

複合体内部
の火災

耐延焼性 【耐延焼性試験】
・難燃ケーブルの耐延焼性試験(IEEE383)の
燃焼条件により，内部ケーブルを強制着火
させた耐延焼性試験実施

・内部の火災はケーブルが発火しても燃え
止まることを目的とするため，ケーブルに
着火できるバーナ熱量としてIEEE383の燃
焼条件を適用

・バーナ熱
量：20kW

・加熱時間：
20分

【ケーブル過電流発火模擬試験】
・非難燃ケーブルが過電流で発火しても防
火シートの健全性（遮炎性）に問題ないこと
を確認

・過電流発火はケーブル加熱により発生す
る可燃性ガスに着火するため，この事象を
模擬して防火シートの健全性が維持され，
外部からの酸素の供給抑制されることを確
認

・導体が溶
融しない高
圧電力
ケーブルで
確認



8

（３）IEEE383の燃焼条件の適用による複合体の耐延焼性試験

IEEE383 （難燃ケーブルに対して，ケーブル外部からの火災に対する耐延焼性を確認する試験）
難燃ケーブルは米国電気学会により開発された試験方法(IEEE std.383-1974)により認定

＜複合体外部の火災＞ ＜複合体内部の火災＞

添付８． 複合体に要求する難燃性能とその確認方法（３／３）

燃焼の3要素のうち熱（火炎）を遮断 燃焼の3要素のうち酸素量を抑制

内部ケーブルの
延焼の停止

防火シートによる酸素
量抑制(空間）の維持

過電流発火模擬による防
火シート健全性確認試験

内部ケーブル（非難燃）
の強制的な着火が必要

難燃ケーブル着火に十
分な熱量（IEEE383）

非難燃ケーブルの着火
にも十分な熱量

防火シートの
遮炎性の維持

難燃ケーブルと
同等以上の耐延焼性

実機火災荷重を考慮し
た防火シート加熱試験
（ISO384加熱曲線）

防火シート重ね部加熱
試験（建築基準法遮炎
性試験）

難燃ケーブルと同じ燃
焼条件が必要

難燃ケーブルと同じ燃焼条件（IEEE383）を適用

設計の考え方

確認事項

確認方法
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添付９．加振試験モデルの代表性

加振試験の目的

ベルトが外れ（ずれ）ないこと，ファイアストッパが外れないこと（垂直トレイ）の確認

複合体の施工方法

100mm以上の重ね代確保，300mmピッチ以下にて結束ベルトを設置

・直線形状以外は，金属リングを用いて結束ベルトが複数方向に

トレイ側面と垂直になるよう固定。このため，ベルトの間隔も直線

形状より狭い。

加振試験モデル（直線トレイ（幅600mm））の妥当性

ベルト外れ等は，たわみ・変形による固定の緩みが原因で発生

たわみ量が最も大きくなるのは，サポートスパンが一番長くなる

直線トレイ（標準スパン：1,500mm）

T字形等は，近傍にサポートを設置することで補強し，スパンは

直線よりも狭い

トレイ幅の相違による応力に差は無い（下表）

以上より，直線トレイ，600mm幅（実機で最も多く設置）を選定

強度評価箇所（例） トレイ幅/部材板厚 (mm) 応力評価

R/B 3F
（EL 20.3m）

600/3.2 0.69

300/1.6 0.69

【トレイ耐震性影響評価結果】

【実機を用いた施工例】

【実機サポート設置状況】

（直線形トレイ）

（T字形トレイ）
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ケーブル量
イメージ／モックアップ

少量

満載

少量（施工性確認）

添付10．実機における防火シートの施工

実機施工における極力空間を抑制する巻き方の検証

実機のケーブルトレイ形状に対し，複合体内部の空気を極力抑制する巻き方について検証。実機施工におい

ては空気量に不確かさが生じることから耐延焼性試験では空気量の不確かさを試験条件として考慮する

代表モデルとして以下を選定

①ケーブル量：少量～満載（ケーブル外径により異なる）

②ケーブルトレイ形状：

・ケーブルが分岐して量が変わるT字形状

・防火シートの施工が複雑となるL字形状

・直線から垂直に立ち上がりで防火シートに歪ができやすい傾斜形状

トレイ形状 施工例

満載

中量

少量 中量


